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Ⅰ 募集要項等の定義 

防府市（以下「市」という。） は、令和９年度から５年間、防府市学校給食センター調理等業

務を民間業者に委託する。 

給食調理等の業務を実施する業者の決定に当たっては、給食調理等の業務の安全性を確保する

ため、提案書とプレゼンテーションの審査で一定水準以上の業者を選定後に入札を行う公募型指

名競争入札（提案型）により決定する。 

この募集要項は、防府市学校給食センター調理等業務委託事業に係る業者の募集に関して必要

な事項を定めたものである。 

なお、この募集要項、要求水準書及び様式集を｢募集要項等｣と定義する。 

要求水準書：市が業者に要求する具体的なサービス水準を示すもの 

様 式 集：提案書等の作成に使用する様式を示すもの 

 

Ⅱ 事業の概要 

１ 事業名称 防府市学校給食センター調理等業務委託事業 

２ 事業場所 

所 在 地 山口県防府市鐘紡町７番２３号（防府市学校給食センター） 

建 築 年 月 平成１８年３月 

延 床 面 積 １，８６３㎡〔鉄骨造一部２階建〕 

 

３ 業務内容 

  別紙「要求水準書」のとおりとする。 

４ 事業期間 

令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで 

 

Ⅲ 業者募集等のスケジュール 

募集スケジュール一覧表 

募集開始日（募集要項及び要求水準書配布） 令和 ８年 ７月２１日 

募集要項等に関する説明会（要申込）・現場見学会 令和 ８年 ７月２９日 午後 1時から 

募集要項等に関する質問の提出期限 令和 ８年 ８月 ４日 午後４時まで 

募集要項等に関する質問に対する回答 令和 ８年 ８月１０日（予定） 

参加表明書提出期限 令和 ８年 ８月１７日 午後４時まで 

参加表明書(兼応募資格審査申請書)の結果の通知 令和 ８年 ８月２４日（予定） 

提案書類等の提出期限 令和 ８年 ９月 ４日 午後４時まで 

提案書に係るプレゼンテーション 令和 ８年１０月 ８日 

資格審査及び審査に関する結果の通知 令和 ８年１０月３０日（予定） 

 入札予定 令和 ８年１１月 上旬 

契約予定 令和 ８年１２月 中旬 

業務開始 令和 ９年 ４月 １日 

給食開始 

 

令和 ９年 ４月１２日（予定） 
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＊令和８年７月２９日の説明会は、山口県防府市鐘紡町７番２３号 防府市学校給食センター２階

レクチャールームで、午後１時から行う。 

説明会への参加を希望する場合は、７月２７日（月）正午までに、学校給食管理室（防府市学校

給食センター）へ電話（０８３５－２７－０１４１）で申込みをすること。 

説明会終了後、調理場（調理室の外から見学）の現場見学会に案内する。（希望者のみ） 

 

Ⅳ 応募の条件等 

１ 応募資格 

  （１）防府市の物品調達等に係る入札参加資格を有していること。 

   （２）下記の条件を満たしていること。 

    ① 本委託業務を円滑に遂行できるような安定的かつ健全な財務能力を有していること。 

    ② 地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号)第１６７条の４の規定に該当していないこ

と。 

③ 防府市の指名停止措置を受けていないこと。 

④ 会社更生法(平成１４年法律第１５４号)に基づき更正手続きの開始申し立てをしていな

いこと又は民事再生法(平成１１年法律第２２５号)に基づき再生手続きの開始申し立てを

していないこと。 

⑤ 国税及び地方税を完納していること。 

⑥ 募集開始日から過去３年間に、学校給食調理業務において食品衛生法の営業停止の処分 

を受けていないこと。 

⑦ 募集開始日から過去５年以上継続して、大量調理施設での調理実績を有していること。 

⑧ 製造物損害賠償保険（ＰＬ保険）等の損害補償制度及び食中毒保険に加入していること。 

⑨ 応募資格（２）①から⑧までの条件を満たし、業務委託契約を継続できる業者を契約保

証人にできること。（契約保証人については、応募資格（１）は不要） 

 ２ 応募に関する留意事項 

（１）募集要項等の承諾 

応募者は、提案書の提出をもって、募集要項等の記載内容を承諾したものとみなす。 

 （２）費用の負担 

    応募に関して必要な費用は、応募者の負担とする。 

 （３）提出書類等要件 

ア 参加表明書提出時 

① 参加表明書（兼参加資格審査申請書）（様式第２号） 

② 会社概要 

③ 決算書等（直近決算２年分） 

  （貸借対照表、損益計算書等） 

④ 商業登記簿謄本（写可） 

※募集開始日の３か月前から提出日までの間に発行されたものを提出すること。 

    ⑤ 納税証明書（防府市税「滞納のないことの証明書」（法人･法人の代表者）（写し不可）、

国税「未納の税額のないことの証明」（法人「その３の３」）（写し不可）） 

※募集開始日の３か月前から提出日までの間に発行されたものを提出すること。 

    ⑥ 募集開始日から過去３年間における食品衛生法の営業停止処分の有無について（様式第

３－１号、様式第３－２号） 
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    ⑦ 募集開始日から過去５年以上継続している大量調理施設での調理実績を有していること

を証する書類 

    ⑧ 製造物損害賠償保険（ＰＬ保険）等の損害補償制度及び食中毒保険に加入していること

の証明ができるもの（保険証の写し等） 

    ⑨ 契約保証人の概要書（様式第１２号） 

（注）すべての要件を満たしていない場合又は事実と相違のあったときは、失格とする。 

イ 提案書提出時 

① 審査に係る提案書類提出書（様式第４号） 

② 学校給食に対する基本的な考え方に関する提案書（様式第５号） 

③ 業務実績等提案書（様式第６号） 

④ 調理業務等実施体制に関する提案書（様式第７号） 

⑤ 学校給食調理業務の円滑な運営に関する提案書（様式第８号） 

⑥ 衛生管理業務に関する提案書（様式第９号） 

⑦ 従事者等の研修に関する提案書（様式第１０号） 

 ＊その他留意点 

① 提案書はＡ４版左綴じとし、左端２か所をホチキス留めする。 

② 提案書等を受理した後の追加修正は認めないものとする。 

 （４）提案書の扱い 

    著作権は、提案者に帰属する。ただし、本市は提案書の内容を審査等必要な範囲において使 

用できるものとする。 

    提案書は、原則として返却しないものとする。 

 （５）資料の取扱い 

市が提示する資料は、応募に係る検討以外の目的で使用することを禁止する。 

また、この検討の範囲内であっても、市の了承を得ることなく第三者に対しこれを使用させ

たり又は内容を提示したりすることを禁止する。 

（６）提案書等の提出手続き関係並びに留意点 

ア 提案書の提出 

①  提出する提案書は１案とし、１５部提出する。 

② 防府市教育委員会 教育部 学校教育課 学校給食管理室に提出する。 

  ※郵送等による提出の場合は、提出期限までに必着のものを有効とする。 

イ 募集要項等及び提案書等に関する質疑応答 

質疑事項は、質問書（様式第１号）により、内容を簡潔にまとめて記載し、令和８年８月

４日（火）午後４時までに防府市教育委員会 教育部 学校教育課 学校給食管理室へ提出する。

（ＦＡＸによる） ＦＡＸ０８３５－２３－０１４１ 

質疑に対する回答は、防府市公式ホームページで令和８年８月１０日（月）（予定）まで

に公表する。なお、電話及び口頭等の個別の対応は行わない。 

この質疑回答書は、募集要項等の追加又は修正とみなすこととする。 

 （７）参加辞退届 

    参加表明書の提出後に辞退する場合は、参加辞退届（様式第１１号）を提出する。 

 （８）応募の無効に関する事項 

次のいずれかに該当する応募は､無効とする。 

ア 提出期限までに提案書の提出が無かった場合。 

イ 虚偽の内容が記載されている場合。 
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ウ 参加表明書提出時から指名競争入札権者の決定までに、応募資格の要件を満たさなくなっ

た場合。 

エ 審査の公平性に影響を与える行為があった場合。 

 （９）委託金額 

令和９年度から１３年度までを債務負担行為として設定する。 

なお、この額は、消費税及び地方消費税を含む（消費税率10％として計算）金額である。 

 

     参考 各年度の予算額   

         令和 ９年度  １０２，９６０千円 

         令和１０年度  １０２，９６０千円 

         令和１１年度  １０２，９６０千円 

         令和１２年度  １０２，９６０千円 

         令和１３年度  １０２，９６０千円 

         計       ５１４，８００千円 

 

（１０）その他 

ア 市が提示する資料及び回答書は、本募集要項と一体のものとして､同等の効力を有するも

のとする。 

イ 本募集要項に定めるもののほか､応募に当たって必要な事項が生じた場合には、全応募者

に通知する。 

ウ 一部業務委託事業の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。 

 

Ⅴ 提案書等の審査 

１ 選定委員会による審査 

防府市学校給食センター調理等業務委託業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）によ

り、提案書等の審査を行う。 

２ 審査の方法 

（１）応募資格の確認審査 

市は、提出のあった参加表明書（兼参加資格審査申請書）について、募集要項に記載してい

る応募者の備えるべき条件を満たしているかどうかの確認をする。資格不備の場合は、失格と

する。 

（２）指名競争入札参加業者の選定 

選定委員会は、応募者の提案書とプレゼンテーションによる審査で一定水準以上の業者を指

名競争参加業者として選定する。 

ア 提案内容の基礎審査  

選定委員会は、提案書類等に記載された内容が、次の①から③の項目を満たしていること

を確認する。１項目でも満たさないことが確認された場合は、失格とする。 

① 提案書全体について、同一事項に対する２通り以上の提案又は提案事項間の齟齬
そ ご

、矛盾

等がないこと。 

② 提案書全体について、様式集に従った構成（項目、枚数制限等）となっていること。 

③ 当該提案に関連する様式集の各様式に示す項目に対する提案の内容が、要求水準書を満

たしていること。 

イ プレゼンテーションによる審査 
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選定委員会は、業者選定審査項目（別紙１）により記載された内容を評価し、得点の合計

が標準点より高い提案をした業者を選定する。 

＊プレゼンテーションに際し、選定委員に資料を見せるためにパソコン・プロジェクター

の使用はしないこと。 

 

Ⅵ 提案等に関する条件 

１ リスク管理方針 

委託契約後の市と業者の主なリスク分担は、別紙２のとおりとする。 

 

Ⅶ 事業実施に関する事項 

１ 業務の継続が困難となった場合の措置 

（１）業者の債務不履行の場合 

業者の責めに帰すべき事由により債務不履行又はその懸念が生じた場合には、市は業者に対

して修復勧告を行い、一定期間内に修復策の提出及びその実施を求めることができる。業者が

当該期間内に修復をすることができなかったときは、市は契約の解除及びこれにより生じた損

害賠償を請求することができる。 

（２）市の債務不履行の場合 

ア 市の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難となったときは、業者は契約を解除する

ことができる。 

イ アにおいて、業者が契約を解除した場合、業者は市に対し、これにより生じた損害賠償を

請求することができる。 

（３）当事者の責めに帰すことのできない事由により継続が困難となった場合 

不可抗力又は業者の責めに帰すことのできない事由により業務の継続が困難となった場合、

市及び業者双方により業務継続の可否について協議する。一定期間内に協議が整わないときは、

相手方に対する事前の通知により、市又は業者は契約を解除することができる。 

２ 市による本事業の実施状況の監視 

市は、事業契約に基づき、提供されるサービスを確認するため、本事業の実施状況の監視を次

のとおり行う。 

（１）モニタリング 

市は、業者が提供するサービス内容の把握を目的に、定期的又は随時に監視を行う。 

（２）支払の減額等 

委託契約書及び要求水準書で定められたサービス水準を充足していないことが判明した場

合は、委託料の減額等を行うことがある。 

３ 防府市学校給食運営委員会 

調理業務の円滑化を促進するため、防府市学校給食運営委員会において防府市学校給食センタ

ーの運営に関することを協議する。 

４ その他 

事業予定者が事業契約を締結しない場合は、２番目の入札者から順に契約交渉を行い、合意に

達した場合に契約を締結する。 

また、契約の締結に当たっては、給食数などが変更になる場合等があるので、委託契約書は、

決定業者と別途協議する。 
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 ＊主催者 防府市 

 ＊事務局 防府市教育委員会 教育部 学校教育課 学校給食管理室（防府市学校給食センター） 

〒７４７－０８２３ 山口県防府市鐘紡町７番２３号 

ＴＥＬ ０８３５－２７－０１４１  ＦＡＸ ０８３５－２３－０１４１ 
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別紙１ 

防府市学校給食センター調理等業務委託事業に係る業者選定審査項目 

（各事業共通） 

 

審 査 項 目 

１．学校給食に対する基本的な 

  考え方 
①学校教育活動の一環としての学校給食に理解があるか。 

②食の面から学校教育に携わることの重要性を認識し、努力する

ことが見込まれるか。 

③提出された献立を安全に調理し、児童に「安全・安心でおいし

い」給食を提供するためのコンセプトを有すると見込まれるか。 

④学校給食の運営全般に関して協力的であると見込まれるか。 

⑤市教育委員会、山口健康福祉センター等の立入検査や施設内の

補修工事等の立会いに協力的であるか。 

２．調理業務等に関すること 
①大量調理施設または学校給食調理施設の受託実績があるか。 

②責任者、副責任者、常勤者は、市が指定する資格・経験年数・

人数を満たしているか。 

③調理業務等従事者は調理等に必要な人数が配置され、病欠等に

よる代替確保に対応できるか。 

④調理業務等従事者を、市内在住者優先で雇用することが見込ま

れるか。 

⑤アレルギー食について適切に対応できるか。 

⑥市からの伝達事項が、迅速かつ的確に伝達される体制が整って

いるか。 

⑦調理場での事故防止及び事故発生時の対応の体制が整ってい

るか。 

３．衛生管理業務に関すること ①「学校給食衛生管理基準」「大量調理施設衛生管理マニュアル」

等に基づいた調理業務を行うことが見込まれるか。 

②調理業務等従事者の健康管理（定期的な健康診断・検便等）が

確実に行われるか。 

③設備・衛生項目等の定期的及び臨時的検査を自主的に実施する

等、安全衛生管理体制が整備されているか。 

④調理業務等従事者に対する食品の安全衛生管理や調理技術向

上に関する教育・研修体制が整っているか。 

⑤調理業務等従事者に行政機関等が主催する衛生管理等の研修

に参加させることが見込まれるか。 

⑥募集開始日から過去３年間に、衛生管理上の事故を起こしてい

ないか。起こしていた場合、事故後の対応は十分改善されたか。 
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別紙２ 

 

 

リスクの種類 リスクの内容 
負担者 

市 業者 

事業の中止・延期に関するリスク 
市の指示によるもの ○  

業者の事業放棄、破綻  ○ 

不可抗力リスク 天災、暴動等による履行不能 ○  

許認可リスク 事業の実施に必要な許認可取得の遅延等  ○ 

計画変更リスク 事業内容の変更等 ○  

運営費上昇リスク 計画変更以外の要因による運営費用の増大  ○ 

施設・機器等損傷リスク 
業者の責めに帰すべき事由による場合  ○ 

上記以外 ○  

性能リスク 要求仕様不適合  ○ 

需要変動リスク 
実施条件を超える需要変動 ○  

上記以外  ○ 

調理事故・異物混入等リスク 
業者の責めに帰すべき事由による場合  ○ 

上記以外 ○  

※ 需要変動リスク（給食数の日々の変動に伴う勤務調整等）は、業者の負担とする。 

 


